






3つの役割 ① 本省が行う政策の企画立案を支援するための調査研究（政策支援）

② 下水道の技術基準の策定に係る調査研究（技術基準）
③ 国及び地方公共団体が行う事業執行に必要な技術的条件の整備に係る調査研究（技術支援）

研究体制 下水道研究部長 岡本 誠一郎 (TEL：029-864-2831)

下水道研究官 南山 瑞彦 (TEL：029-864-3726)
下水道エネルギー・機能復旧研究官 横田 敏宏 (TEL：029-864-3099)
下水道研究室長 岡安 祐司 (TEL：029-864-3343)
下水処理研究室長 田隝 淳 (TEL：029-864-3933)

主要施策 令和元年度の成果 令和２年度の予定

◆持続可能な下水道サービス

・点検調査頻度や方法の設定方法の提案、効果的な改築修
繕工法の選定手法の検討
・管路更生工法JISの見直し検討
・Zパイプの維持管理方法の検討

・下水道管路を対象とした総合マネジメントに関する研究のと
りまとめ
・B-DASHガイドライン策定（ICTを活用した管マネ技術、AIを活
用した管内異常検知技術）

◆災害対策
・北海道胆振東部地震等の被災情報、特性の整理
・下水道BCPへのタイムライン的手法の導入に関する検討

・処理場機能喪失直後の運転管理手法等の検討、大雨時の
管路施設のリスク低減策及び管内調査機器の検討

・地震直後の被災程度の把握を目的とした下水道地震被害推
定システムの精度、利便性向上の検討

◆雨水対策
・下水管内の水位情報を用いた雨水排水施設運用手法につ
いて、条件が異なるモデル排水区を対象に試行を行い、本
手法適用の可否や浸水被害軽減効果等について整理

・下水管内の水位情報を活用した雨水排水施設運用手法の
提案
・計画降雨強度式の見直し状況等に関する実態調査

◆下水道の活用による付加価値
向上

・オムツ等の基礎情報整理
・オムツ等受入れによる下水道施設への影響検討
・B-DASHガイドライン策定（下水熱利用技術）

◆省エネ・創エネ化とコスト縮減
（B-DASHプロジェクト）

・普及展開（GL策定済み技術）
・ガイドライン策定（高効率消化システム、発電型汚泥焼却、
最終沈殿池処理能力向上、バイオガス集約・活用の4技術）

・普及展開（GL策定済み技術）
・ガイドライン策定（劣化診断技術2件、クラウドを活用したSM
技術、高濃度消化・バイオガス精製技術の4技術）

◆地球温暖化対策（水・汚泥処理
から発生するN2Oの抑制）

・ベンチスケール実験装置を用いたN2O排出因子の検討
・インベントリ反映に向けた知見蓄積（四季変動等）

・実験装置と簡易試験の組み合わせよるN2O発生因子の検討
・インベントリ反映に向けた知見蓄積継続（四季変動等）

◆水系水質リスク対策（衛生学的
指標の見直し、再生水推進）

・既存施設を活用した消毒の能力の向上技術に関する検討
・国際規格（案）に対応可能な再生利用システムの検討

・大腸菌測定の繰り返し精度に関する検討
・ウイルスや既存の細菌等のリスク評価手法の適応性の検討

主要施策に関する令和元年度の成果と令和２年度の予定

□下水道技術ビジョンの概要
○ 「新下水道ビジョン」に示された中期目標を達成するための技術開発内容

○ ①～⑪の技術開発分野ごとにロードマップを作成

・中期目標達成に向けた技術的課題 ・技術目標： 技術的課題を解決するための技術目標

・技術開発項目： 技術目標を達成するための技術開発項目

大分類 技術分野

（１）施設の管理と機能向上
①持続可能な下水道システム（再構築）
②持続可能な下水道システム（健全化、老朽化対応、スマートオペレーション）

（２）防災・危機管理
③地震・津波対策
④雨水管理（浸水対策）
⑤雨水管理（雨水利用、不明水対策等）

（３）水環境と水循環
⑥流域圏管理
⑦リスク管理

（４）資源循環・地球温暖化対策

⑧再生水利用
⑨地域バイオマス
⑩創エネ・再生可能エネルギー
⑪低炭素型下水道システム

□下水道技術ビジョンのフォローアップ ⇒下水道技術開発会議が担当
○重点的な研究開発を行うべき事項の選定 ⇒「ロードマップ重点課題」として公表（最新版：R1.8）
○最新の研究開発動向を反映 ⇒ 公募した技術提案を審査の上、ロードマップに反映、

下水道技術ビジョンを一部改定（最新版：H30.2）
○引き続き、ロードマップの進捗状況や関連の検討（次頁）によりビジョンを継続的にフォロー



□目 的：下水道技術ビジョンのフォローアップと技術開発推進方策の検討

□体 制：（座長）国総研下水道研究部長 （委員）地方公共団体、下水道関係社団・財団法人、日本下水
道事業団、土研、大学、本省下水道部 （事務局）国総研 ⇒産学官連携の議論の場

□検討内容：

当会議における技術開発・導入の流れに対応した６つの柱の検討と、B-DASHプロジェクトの実施等
により、国総研が下水道分野の技術開発・導入全般をマネジメント
令和2年度は、ニーズとシーズの架け橋として、事業運営課題とそれに対する技術的解決策を把握
するためのツールを重点的に検討予定

□情報発信：下水道技術開発会議のHPにて、技術ビジョン、会議資料、ロードマップ重点課題等を公表
http://www.nilim.go.jp/lab/eag/gesuidougijyutsukaihatsukaigi.html

下水道技術ビジョン（第3章 3.4） 「新技術の導入・普及の推進方策」
「国が実施する技術開発・普及のための事業・施策（注：B-DASHなど）はロードマップのうち早期に
研究開発が急がれるもの、中長期的に課題解決が不可欠なものについて、重点化して実施する。」

下水道技術開発会議において、ロードマップに提示されている技術開発項目のうち、重点化して実施
すべき分野を定め、「ロードマップ重点課題」として選定。

令和元年度ロードマップ重点課題（令和元年８月公表）

下水道技術ビジョン・ロードマップ重点課題

※技術目標の番号は、下水道技術ビジョン・ロードマップの番号と対応

技術目標①１ 人口減少時代に適した施設整備・管理

技術目標②２ 施設管理の迅速化・低コスト化のための技術開発等

技術目標③２ 大規模地震を対象とした耐震対策手法、優先度評価手法、
③４ 大規模地震・津波等の非常時の段階的な応急処理方法、

優先度評価手法

技術目標④１－１ 局所的豪雨等に対応した雨水管理技術

技術目標⑤４ 不明水の実態把握、影響評価と有効な対策の確立

技術目標⑨１ 下水道で地域バイオマスを利活用する技術

技術目標⑩３ 下水資源を活用したエネルギー生産技術

技術目標⑪１ 下水道の消費エネルギー約１割削減に向けた技術

短期～中期課題

技術目標⑦４ 病原微生物の制御、⑦５病原微生物の検出、監視システム

技術目標⑨３ リンなどの有用資源回収、⑨５下水灰の肥料化

中期～長期課題

H30から継続

H28から継続

短期～中期に変更(③２)
(H28から継続)
追加課題（③４）

短期～中期に変更(H29から継続)

短期～中期に変更(H28から継続)

H28から継続

H29から継続

H28から継続

H28から継続

H28から継続



・確実な点検調査と維持管理情報
の活用による適切な管路マネジメ
ントの実現
・管路システムの持続的な機能確保、
コスト最適化

さらに成果の活用により点検調査が
進み、維持管理情報が蓄積されると、
IoTやAI等の新たな技術導入や民間
ノウハウの活用が促進

→より一層の
省力化・低コスト化・効率化へ

・効率的かつ経済的な点検調査技
術の選定手法の手引き
・最適な補修改築等の選定に係る
手引き
・維持管理情報の活用事例集

布設条件や管材の種類など都市の状況に応じた点検調査技術の選定手法を開発することで、効率的な点検調
査を推進するとともに、維持管理情報を活用した計画・設計・施工・維持管理の最適化手法を提案することで、
適切な管路マネジメントサイクルの構築の実現を支援

現状の問題点

社会に与える効果
(ｱｳﾄｶﾑ)

成果 (ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ)

技術的課題と研究内容

①点検調査方法に関する具体的な基準等は無く、
事業主体の経験や判断に委ねられているが、
中小都市では技術的な判断ができず効率的な
実施が困難な状況

②改築・修繕・経過観察等の対応や優先順位が
判断できず、維持管理情報を活用した効率的な
管路マネジメントがなされていない

計画策定

維持管理
情報の記録

机上ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ

技術開発

点検調査
の実施

修繕・改築
等

問題点
②

問題点
①

マネジメントサイクルの
構築イメージ

下水道法改正
により対応 既往研究

により対応

①布設条件や管材の種類など都市の実情に応じた点検調査技術の選定手法の開発
リスク、管種、異常発生傾向等に応じた最適な点検調査手法の検討
→現場スクリーニングや詳細調査（TVカメラ調査）を要しない条件の分析
→検討した条件の有効性をケーススタディにより検証

②維持管理情報の活用による計画・設計・施工・維持管理の最適化手法の提案

③維持管理情報を活用した計画設計等への反映事例集の作成

管種等の条件に応じた効率的
かつ経済的な点検調査を実現

点検調査結果（クラック・腐食・継ぎ手ズレ等）

社会情勢等の変化（人口減少、気候変動）

耐用年数（残寿命）、維持管理性など

工法別性能・効果の実態把握

要求性能に応じた改築・修繕・
経過観察等の基準を検討

評
価
項
目

要求性能

の明確化
LCC最小化

維持管理性向上

省略
判

断
省略

机上ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 現場ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 詳細調査

リスクリスク管種管種

経過年経過年 など

背景・必要性・目的
水質保全だけでなくエネルギー収支も考慮した水環境マネジメントの推進が必要
省エネ・創エネの両面から対策を進めることにより、総合的にエネルギー消費量を削減
することが必要
下水処理場及び流域全体におけるエネルギー消費量の削減、資源利用を推進するた
めの具体的検討方法、考え方を整理することが必要

概要
下水汚泥エネルギー利用を考慮したコスト・エネルギーの試算および実態との比較
省エネ・創エネ施策導入シナリオの検討
資源・エネルギー収支算出の考え方の提案

下水処理場

電力消費を抑えたい、下水汚泥の
エネルギー利用を進めたいが検討

方法がわからない…

エネルギー消費・創出を一体で検
討することが現状は困難…

試算結果例（創エネルギー技術を導入した場合の処理場全体におけるエネルギー収支）

処理場A(10,000m3/日・硝化抑制運転)、B(50,000m3/日・硝化抑制運転)、C(100,000m3/日・硝化促進運転)
すべての処理場で省エネ施策（一部機器を省エネ型に変更）も実施

消化ガス発電を導入する場合 固形燃料化（乾燥）を導入する場合 固形燃料化（炭化）を導入する場合

様々な施策導入によるエネルギー収支の変化の傾向等を比較整理

【試算条件】

：最もエネルギー収支が良いケース



下水道管路の防災・減災技術の開発に関する実態調査、管路実験施設の新設【令和２年度当初予算（臨時・特別の措置】

要旨 近年、施設能力を超える雨水の流入に伴う下水道管路、ポンプ場の被害が顕在化しており、住民生活、水環境への影響
や交通障害等のリスク低減のため、大雨時の下水道管路、ポンプ場の被災リスク低減及び管内調査機器の開発・導入に
よる復旧活動の迅速化が求められる。
このため、被災施設の要因分析を行い、施設対策メニューを検討するとともに、調査機器の要求性能を検討する。

大雨による管路施設の被害状況

研究内容 大雨による施設被害の要因分析、対策メニューの検討

災害時・平常時の管内状況調査、調査機器の要求性能の検討

ポンプ施設等の停止に伴う交通阻害防止対策に関する検討

実現場（災害時・平常時）を再現可能な実規模管路実験施設の設置

下水処理場の応急復旧対応を再現可能な下水処理実験施設整備及び検討【令和元年度補正予算】

要旨 台風19号による外水氾濫により、複数の下水処理場が水没し、処理場機能が喪失。緊急措置として消毒処理を実施する
も、下水性状によっては消毒効果が不十分となる場合があるが、その対応方法は明らかになっていない。

処理場機能喪失直後の緊急措置段階における運転管理手法等の提案のため、下水性状の変化を再現可能な変動槽等
を備えた実験施設を整備し、被災直後の速やかな対策手法を明らかにする調査研究を実施する。

研究内容 実験施設の新設
パイロットプラント規模の下水処理施設及び下水性状変動槽の整備

下水性状に応じた最低限の処理方法の検討

処理場機能喪失時の下水性状の確認に必要な計測項目、消毒効果を発揮さ
せるために必要な下水性状に応じた前処理（沈殿・曝気など）の運転管理手
法等の検討

※本研究については、土木研究所との共同研究で実施予定 浸水被害を受けた下水処理場

下水道における省エネ・創エネ化の加速のため、大幅なコストの削減とエネルギー利活用の効率化や既存ストックの有効活用等を同時に実
現する革新的技術を公募・選定し、国が主体となって実規模レベルの施設を設置して技術的な検証を行い、ガイドラインをとりまとめ、民間企
業のノウハウ、資金を活用しつつ全国の下水道施設に導入を促進
過去ガイドライン化された技術について、自主研究データを用いて実証施設の性能を評価するなど、ガイドラインのフォローアップを順次実施し、
普及展開を加速。

処理研



技術分野 テーマ 実証技術名
大規模
(5万㎥

～)

中規模
(1～5万

㎥)

小規模
(～1万

㎥)

下水汚泥利用

固液分離、ガス回収、ガス発電
超高効率固液分離技術を用いたエネルギーマネジメント
システム

〇 〇

ガス回収、ガス精製
バイオガスを活用した効果的な再生可能エネルギー生産
システム

〇 〇

リン回収 消化汚泥からのリン除去・回収技術 〇 〇

固形燃料化
温室効果ガスを抑制した水熱処理と担体式高温消化に
よる固形燃料化技術

〇 〇 〇

固形燃料化 廃熱利用型 低コスト下水汚泥固形燃料化技術 〇 〇

バイオマス発電
脱水・燃焼・発電を全体最適化した革新的下水汚泥エネ
ルギー転換システム

〇 〇

バイオマス発電 下水道バイオマスからの電力創造システム 〇 〇

水素創出 下水バイオガス原料による水素創エネ技術 〇 〇 〇

CO2分離・回収・活用
バイオガス中のCO2分離・回収と微細藻類培養への利
用技術

〇 〇

下水汚泥有効利用 脱水乾燥システムによる下水汚泥の肥料化、燃料化技術 〇 〇 〇

下水汚泥有効利用 自己熱再生型ヒートポンプ式高効率下水汚泥乾燥技術 〇 〇

地産地消型バイオマス 高効率消化システムによる地産地消エネルギー活用技術 〇 〇

低コスト型汚泥焼却 温室効果ガス削減を考慮した発電型汚泥焼却技術 〇 〇

※対象処理場規模について
大：50,000m3/日以上、中：10,000m3/日～50,000m3/日、小：10,000m3/日以下

※対象処理場規模について
大：50,000m3/日以上、中：10,000m3/日～50,000m3/日、小：10,000m3/日以下

技術分野 テーマ 実証技術名
大規模
(5万㎥

～)

中規模
(1～5万

㎥)

小規模
(～1万

㎥)

水処理

窒素除去
固定床型アナモックスプロセスによる高効率窒素除
去技術

〇 〇

省エネ型水処理 無曝気循環式水処理技術 〇 〇

省エネ型水処理
高効率固液分離技術と二点DO制御技術を用いた省
エネ型水処理技術

〇 〇 〇

ICTを活用した運転管理
ICT を活用したプロセス制御とリモート診断による
効率的水処理運転管理技術

〇 〇

ICTを活用した運転管理 ICT を活用した効率的な硝化運転制御技術 〇 〇

ダウンサイジング水処理 DHSシステムを用いた水量変動追従型水処理技術 〇

ダウンサイジング水処理 特殊繊維担体を用いた余剰汚泥削減型水処理技術 〇

省エネ低コスト型水処理 最終沈殿池の処理能力向上技術 〇 〇 〇

その他

再生水利用
UF 膜ろ過と紫外線消毒を用いた高度再生水システ
ム

バイオガス集約・活用
メタン精製装置と吸蔵容器を用いたバイオガス集約
技術

〇



管きょマネジメント 高度な画像認識技術を活用した効率的な管路マネジメントシステム

管きょマネジメント
管口カメラ点検と展開広角カメラ調査及びプロファイリング技術を用いた管渠
マネジメントシステム

管きょマネジメント 展開広角カメラ調査と衝撃弾性波検査法による管渠マネジメントシステム

劣化点検・調査 下水圧送管路における硫酸腐食箇所の効率的な調査技術

ICTを活用した浸水対策 ICTを活用した浸水対策施設運用支援システム

都市浸水対策 都市域における局所的集中豪雨に対する雨水管理技術

その他 下水熱利用 管路内設置型熱回収技術を用いた下水熱利用に関する実証研究

管路管理技術

浸水対策技術

技術分野 テーマ 実証技術名

以上の技術について、令和元年度までに28の技術導入ガイドライン（案）を策定済み
技術導入ガイドライン（案）は、以下の国総研HPで公表

下水道研究室関係 → http://www.nilim.go.jp/lab/ebg/b-dash.html
下水処理研究室関係 → http://www.nilim.go.jp/lab/ecg/bdash/bdash.htm

□ B-DASH技術情報資料（B-DASHカタログ）
これまでに発刊した28の技術導入ガイドラインのポ
イントをまとめた技術情報資料

新技術の導入検討を考えている方向けに作成して
おり、技術の適用施設規模、技術分野、適用範囲、
導入効果及び導入時の留意点について、見開き2
ページで分かりやすく記載

ガイドラインには無い情報（主な導入事例、導入団
体からのコメント等）も掲載

B-DASHカタログは国総研HPで公開中↓
http://www.nilim.go.jp/lab/ebg/b-dash.html

□ガイドライン説明会（令和元年8月7日）
平成30年度に実証事業を完了した高効率消化システム、発電型汚
泥焼却、最終沈殿池処理能力向上、バイオガス集約・活用の4技術
に関する技術導入ガイドライン（案）を紹介

併せて、平成２５年度採択「脱水･燃焼･発電を全体最適化した革新
的下水汚泥エメルギー転換システム」の導入効果等について紹介

ガイドライン説明会の様子

説明会資料は国総研HPで公開中↓
http://www.nilim.go.jp/lab/ecg/bdash/exp_2019.htm










